
就労移行支援に係る報酬について
≪論点等≫
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障害福祉サービス等報酬改定検討チーム

第９回（H29.９.13） 資料２



○対象者

○サービス内容 ○主な人員配置

一般就労等を希望し、知識・能力の向上、実習、職場探し等を通じ、適性に合った職場への就労等が見込まれる障害者（６５歳未満の者）

■ 一般就労等への移行に向けて、事業所内や企業における作業や実習、適性に合った職場探し、
就労後の職場定着のための支援等を実施
■ 通所によるサービスを原則としつつ、個別支援計画の進捗状況に応じ、職場訪問等によるサービ
スを組み合わせ
■ 利用者ごとに、標準期間（24ヶ月）内で利用期間を設定

■ サービス管理責任者
■ 職業指導員
生活支援員

■ 就労支援員 → １５：１以上

○報酬単価（平成27年4月～）

就労定着支援体制加算 21～146単位
⇒ 一般就労等へ移行した後、継続して6ヵ月以上、12ヵ月以上又は24ヵ月以上就労
している者が、定員の一定割合以上いる場合に加算

移行準備支援体制加算(Ⅰ)、(Ⅱ) 41、100単位
⇒Ⅰ：施設外支援として職員が同行し、企業実習等の支援を行った場合

⇒Ⅱ：施設外就労として、請負契約を結んだ企業内で業務を行った場合

就労支援関係研修修了加算 11単位
⇒ 就労支援関係の研修修了者を就労支援員として配置した場合

福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)､(Ⅱ)、（Ⅲ） 15、10、６単位
⇒Ⅰ：社会福祉士等資格保有者が常勤職員の35％雇用されている場合
⇒Ⅱ：社会福祉士等資格保有者が常勤職員の25％雇用されている場合
⇒Ⅲ：常勤職員が75％以上又は勤続3年以上が30％以上の場合

基本報酬 主な加算

就労移行支援サービス費
(Ⅰ)

通常の事業所が支援を行った場合、
定員数に応じて報酬を算定

20人以下 ８０４単位/日

21人以上40人以下 ７１１単位/日

41人以上60人以下 ６７９単位/日

61人以上80人以下 ６３４単位/日

81人以上 ５９５単位/日

就労移行支援サービス費
(Ⅱ)

あん摩マッサージ指圧師等養成施設
として認定されている事業所が支援を
行った場合、定員数に応じて報酬を算
定

20人以下 ５２４単位/日

21人以上40人以下 ４６７単位/日

41人以上60人以下 ４３７単位/日

61人以上80人以下 ４２６単位/日

81人以上 ４１２単位/日 食事提供体制加算、送迎加算、訪問加算等
⇒ 他の福祉サービスと共通した加算も一定の条件を満たせば算定可能

６：１以上

○事業所数 ３，２５６（国保連平成29年４月実績） ○利用者数 ３２，６１１（国保連平成29年４月実績）

就労移行支援の概要
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【就労移行支援の現状】

○ 平成28年度の費用額は約624億円であり、障害福祉サービス等全体の総費用額の約3.3％を
占めている。

○ 費用額、利用者数及び事業所数については、毎年増加しているものの、事業所数の伸びは鈍
化している。

※出典:国保連データ
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身体障害者 知的障害者 精神障害者 障害児 難病等対象者

利用者の障害種別の分布状況

身体障害者 知的障害者 精神障害者 障害児 難病等対象者 合計

Ｈ２３.１２ 2,369 13,038 7,076 17 － 22,500 

Ｈ２４.１２ 2,599 14,214 9,111 21 － 25,945 

Ｈ２５.１２ 2,517 13,346 11,168 26 36 27,093 

Ｈ２６.１２ 2,703 12,490 13,234 23 79 28,529

Ｈ２７.１２ 2,694 12,146 15,619 36 85 30,580

Ｈ２８.１２ 2,599 11,777 17,168 31 104 31,679

【出典】国保連データ

（単位：人）

○ 身体障害者、知的障害者の利用割合は減少傾向にある。

○ 精神障害者の利用割合は増加傾向にあり、全利用者の５割以上を占める。

就労移行支援の障害種別の利用状況
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18歳未満 18歳以上20歳未満 20歳以上30歳未満 30歳以上40歳未満

40歳以上50歳未満 50歳以上60歳未満 60歳以上65歳未満 65歳以上

利用者の年齢階層別分布の状況

18歳未満
18歳以上
20歳未満

20歳以上
30歳未満

30歳以上
40歳未満

40歳以上
50歳未満

50歳以上
60歳未満

60歳以上
65歳未満 65歳以上 合計

Ｈ２３.１２ １６４ ２，６５２ ７，８０１ ５，７７０ ３，９５６ １，８０２ ３４３ １２ ２２，５００

Ｈ２４.１２ １６１ ３，１１０ ９，０１２ ６，４１８ ４，７７０ ２，０７２ ３８９ １３ ２５，９４５

Ｈ２５.１２ １７７ ３，３３３ ９，４５４ ６，５０８ ５，１５６ ２，０７２ ３７９ １４ ２７，０９３

Ｈ２６.１２ ２２１ ３，７０１ ９，８６７ ６，６５８ ５，４９０ ２，２１３ ３６２ １７ ２８，５２９

Ｈ２７.１２ ３０７ ３，７６２ １０，８１７ ６，８２８ ５，９７５ ２，４８２ ３９４ １５ ３０，５８０

Ｈ２８.１２ ２９５ ３，８８１ １１，２５１ ６，９５７ ６，３０３ ２，５８８ ３９２ １２ ３１，６７９

【出典】国保連データ

（単位：人）

○ 年齢階層別に利用者の分布を見ると、３０歳未満の利用者が約５割を占めている。

○ 利用者の年齢階層別の分布は、４０歳以上５０歳未満は微増傾向にある。

就労移行支援の年齢階層別の利用状況
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関係団体ヒアリングにおける主な意見①

No 意見等の内容 団体名

1

○ 平成30年４月施行の就労定着支援事業の創設については、既存の就労移行支援事業も含めて改めて仕組みを作り直すにあ
たって、以下の課題がある。
・結果として長く働き続けられた要因としては、①就労移行支援事業所が利用期間内で十分な能力向上のための支援を行ったこ
と、②利用者の適性の把握と就職先開拓に努める等の適切なマッチングを行ったこと、③就職後に発生した職場での課題や生活
面での課題に都度対応する定着支援を提供したこと、等が考えられる。
・就職後の定着支援の発生量は、①②の支援にどれだけ就労移行支援事業所が取り組んだかによって差が出るものである。就
労移行支援事業所による①②の支援に対する評価がなければ、就職後の定着支援の発生量は全体でこれまで以上に増える可
能性もある。よって、長く働き続けられるよう定着支援事業が創設されることは歓迎すべきことであるが、就労移行支援事業所の
①②の支援も評価される仕組みを構築すべきである。（再掲）

全国社会就労センター協議会

2
○就職実績が高い結果として定員充足が困難になっている事業所については、報酬の定員払い化や就職後の一定期間の給付
が必要である。

3 ○現行の移行準備支援体制加算は就労支援プロセスにとって非常に重要な加算のため、今後も継続すべき。

全国就労移行支援事業所連絡協議会4 ○実績ある事業所へ更なる加算を強化すべき。

5

○報酬単価の引き下げは、他の産業と比べて低賃金の状況に拍車がかかり、より人材確保が困難になる恐れがある。

○人材育成については、就労支援関係研修の内容を拡充し、受講対象を職業指導員や他の就労系サービスまで範囲を広げて、
受講を評価する仕組みにしてはどうか。

6
○就労定着支援が創設されたが、就労移行支援事業の「就労定着支援加算」は、この事業から就労し一定期間定着した事に対
する評価であり、就労するまでの支援を担ってきた就労移行支援事業所が継続的に支援することで信頼感や安心感に繋がって
いることから、当該加算は維持する必要がある。

日本知的障害者福祉協会 他
（同旨：全国就労移行支援事業所連絡協議会、障害のある人
と援助者でつくる日本グループホーム学会）

7

○一般就労の移行率に応じて基本報酬を設定する。その際、現行では定着実績に応じて５段階に区分しているが、移行率に応じ
て７段階以上に区分して報酬を設定する。できるだけ細かく区分するほうが、事業所の努力をきめ細かく評価することになるため、
事業所の努力を促進する効果が期待できる。就職者数をさらに伸ばすためには、移行率の高い層における区分を細かく設定す
べき。

全国就業支援ネットワーク 他
（同旨：全国手をつなぐ育成会連合会）
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関係団体ヒアリングにおける主な意見②

No 意見等の内容 団体名

8
○人口の少ない地域でも就労移行支援事業所を開設できるよう、定員要件を緩和し10名以下でも就労移行支援事業所を単体で
開設できるように報酬体系を新設し、地方の一般就労を促進すべき。

全国就業支援ネットワーク

9
○18歳以下であっても、就労移行支援事業を通常の福祉サービスの手続きと同じように利用できるように検討をお願いしたい。就
労アセスメントも現在高校在学中に行っており、児童相談所や市町村で要援護通知等の調整も図られている事も踏まえ、進学し
ていない支援対象者に関しても利用しやすい仕組みの検討をお願いしたい。

10
○医療・福祉・保健がお互いに有機的な連携をするためにも、医療機関との連携に対する報酬加算を設定する事でさらに、一歩
進んだ、医療機関との連携が加速される。

11 ○福祉サービス事業所に労働分野に精通した人（企業経験者など）を配置することを促進すべき。

12
○就労移行支援における就労支援員等が就労支援員研修や職場適応援助者養成研修などの効果的な研修の受講を必須要件
とし、支援の質の向上を図る。

13
○人材育成は時間を要するものであり、人材育成の検討には、福祉と労働を横断的に検討する事が必要となる。サービスや施策
ごとではなく、就業・生活支援センター職員。職業カウンセラー、職場適応援助者、就労系サービス事業所の支援員などの人材育
成のカリキュラムを統合させ、求める資質を明らかにすることが必要である。

14 ○移動支援は現状の個別給付と地域支援事業に限らず障害者就労支援の個別給付施策での実施を図るべき。 全国肢体不自由児者父母の会連合会

15 ○就労移行および就労継続支援における復職支援加算を新設すべき。 日本脳外傷友の会

16 ○サービス利用が一旦終了した場合でも、一定の期間ののちに、自立と社会参加に向けて、再チャレンジの機会を保障すべき。

日本精神神経科診療所協会

17
○就労移行支援のプログラムを行いながら、就労継続支援B型の適性をアセスメントするのではなく、アセスメント機能をもつ事業
を別立てで評価すべきである。
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関係団体ヒアリングにおける主な意見③

No 意見等の内容 団体名

18 ○PSW・公認心理師・看護師などの専門職を必置とし、その専門性を確保するとともに、高い倫理性を担保する必要がある。
日本精神神経科診療所協会 他
（同旨：日本脳外傷友の会）

19
○就労系障害福祉サービスでは精神障害者の利用が増加し、難病等がある方の利用も徐々に増える中で、医療的視点を持った
職員が支援現場に必要。現行の福祉専門職員等配置加算に作業療法士や理学療法士の配置を加算対象に含めるべき。

全国就労移行支援事業所連絡協議会 他
（同旨：日本精神科病院協会）

20
○今般の法改正で新設された就労定着支援により、就労後にフォローが必要な者には個別給付で支援を提供できるようになった
ため、たとえば就労移行支援の「職場定着加算」は廃止するか支給要件を厳格することが可能である。また、就労定着支援の
サービス内容は障害者就業・生活支援センターの業務とも共通する点が多いことを踏まえた整理が必要である。

全国手をつなぐ育成会連合会

21
○就労支援事業所の利用にあたっては、その利用開始時や継続時に「医療的視点」も加味して適否や内容等の判断を行う必要
がある。かかりつけの主治医がいる障害者の場合は「かかりつけ医の意見書」の作成を義務化し、「かかりつけ医意見書作成費」
を新規に報酬化すべき。

日本精神科病院協会

22
○障害児者の社会参加を促進するため、移動の保障に関する支援として「通園・通学時の支援」と就労を定着するための「通勤に
関わる支援」に対する報酬上の評価が必要である。

日本知的障害者福祉協会

23
○一般就労への移行実績がない事業所が全体の３０％と高い水準を示しているのを鑑み、移行実績ゼロを年数の傾斜配分の減
算方式を導入するほか、３年以上移行実績がない事業所については報酬の大幅減算を検討するなど、本来のサービス理念に逆
行する実態を是正すべき。 全国地域生活支援ネットワーク

24
○地域共生社会実現へ向けた、地域経済を循環する就労支援サービスについて、評価指標を検討の上、「地域共生加算」等を新
設することを求める。

25

○現行の就労移行支援事業の課題としては、就労移行支援事業所数の地域ニーズとのバランスの格差やハローワークとの連携
が十分に機能していないことが挙げられるが、地域によってはニーズを上回る事業所が存在したり、ハローワークの障害者雇用
先の紹介がA型事業所に集中している例もみられるなど、一般就労に向けた支援策が十分に機能していない現状があることから、
入口から出口までが効果的に機能するような仕組みを求める。

全国精神障害者社会福祉事業者ネットワーク

26 ○就労実績の加算単価について改善すべき。

日本難病・疾病団体協議会

27 ○就労移行支援の訓練期間の延長を認めるべき。

28 ○定員数による単価の違いについて改善すべき。

29 ○ジョブコーチ加算について改善すべき。

30 ○就労移行支援施設にも重度加算を付けるべき。

31 ○１ヶ月の利用日数の上限について改善すべき。
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現状・課題

○ 平成２７年１２月１４日社会保障審議会障害者部会報告書において、「就労移行支援については、平成２７年度報酬改定の効
果も踏まえつつ、一般就労への移行実績を踏まえたメリハリを付けた評価を行うべき」とされている。

○ 平成２７年度に、過去２年間の就労移行者数が０人の場合に基本報酬の１５％を減算する措置を設けたが、当該減算の適用
は平成２９年４月時点で２．８％。

○ 就労移行支援の一般就労移行率は、平成２５年度以降２２％前後で停滞している。また、一般就労移行率が２０％以上の事
業所が全体の５１．９％であるのに対し、０％の事業所が２９．７％あり（平成２８年４月）、移行率の二極化傾向が続いている。

○ 第５期障害福祉計画において、平成３２年度末までに、一般就労移行者数を平成２８年度の１．５倍以上、一般就労移行率が
３０％以上である事業所割合を５割以上とする目標が定められている。

○ 社会保障審議会障害者部会報告書（平成２７年１２月２４日）において指摘された、就労移行支援の報酬についてどう考える
か。

○ 一般就労への移行実績に応じたメリハリの効いた報酬を設定してはどうか。その際、利用者の意向及び適性に応じた一般就
労への移行を推進し、安易な一般就労への移行とならないようにするため、就職後６月以上定着したことを実績として評価し、
報酬を設定してはどうか。

○ また、職場への定着のための支援については、新たに就労定着支援が創設されることから、就労定着支援体制加算は廃止
してはどうか。その際、高い定着実績のあった事業所の報酬が、新たな就労移行支援の報酬と就労定着支援の報酬の合計以
上となるように設定してはどうか。

○ さらに、就労移行支援は一般就労を目的としたサービスであることから、一般就労への移行実績がない場合における減算を
強化してはどうか。

論 点

就労移行支援の報酬の見直しについて
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一般就労への移行実績がない事業所に係る評価の適正化（平成２７年度報酬改定）

○ 平成２７年度報酬改定において、一般就労への移行後の就労定着実績がない事業所に対する
減算を強化するとともに、一般就労への移行実績がない事業所に対する減算を創設。

○ なお、就労継続支援A型に移行した利用者については、利用する障害福祉サービスの種類を変
更するものであるため、実績には含まないこととした（平成２８年４月１日施行）。

過去３年間の就労定着者数が０の場合 ⇒ 所定単位数の８５％を算定（１５％減算）

過去４年間の就労定着者数が０の場合 ⇒ 所定単位数の７０％を算定（３０％減算）

※ 「就労定着者」とは、一般就労への移行後、就労した企業等に連続して６ヵ月以上雇用されている者

過去２年間の就労移行者数が０の場合 ⇒ 所定単位数の８５％を算定（１５％減算） 【新設】

過去３年間の就労定着者数が０の場合 ⇒ 所定単位数の７０％を算定（３０％減算）

過去４年間の就労定着者数が０の場合 ⇒ 所定単位数の５０％を算定（５０％減算）

※ 「就労定着者」とは、一般就労への移行後、就労した企業等に連続して６ヵ月以上雇用されている者

減算割合強化

一般就労への移行実績がない事業所の評価の見直し内容
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○ 就労移行支援事業の利用者数については、第４期障害福祉計画の基本指針において、平成29年度末における
利用者数を平成25年度末の利用者数（27,840人）の1.6倍以上とする成果目標を掲げているが、平成27年度末
の利用者数は、平成25年度末における利用者数の1.1倍（31,183人）に留まっている。

○ 他の障害福祉サービス（就労継続支援等）から就労移行支援へ移行する者は少数に留まっている。

○ 平成25年度から平成27年度の利用者数の平均増加率が約５％であることから推計すると、平成29年度では、
目標である平成25年度末の利用者数の1.6倍以上（42,540人）の利用者数を達成することは困難と考えられる。

就労移行支援の利用者数に関する目標について

就労移行支援の利用者数に関する現状について

○ 第５期障害福祉計画の基本指針においては、今般の傾向を踏まえ、平成25年度から平成27年度にかけての
就労移行支援事業の利用者の平均増加率である約５％を基に、以下のような成果目標としてはどうか。

【成果目標】
福祉施設から一般就労への移行の推進のため、平成32年度末における利用者数（サービス等利用
計画案を踏まえて、アセスメント期間（暫定支給決定期間）を設定し、 利用者の最終的な意向確認の
上、就労移行支援の利用が適していると判断された者）が、平成28年度末における利用者数の２割以
上増加することを目指す。ただし、各市町村及び都道府県において、現在の障害福祉計画で定めた平成29年度末までの利用者数の割合
の実績が達成されないと見込まれる場合は、新しい計画を定める際には、平成29年度末時点で未達成と見込まれる人数を加味して成果目標を設定す

るものとする。

成果目標

目標値
第１～２期

（平成18～23年度）
第３期

（平成24～26年度）
第４期

（平成27～29年度）
第５期

（平成30～32年度）

基本指針
福祉施設利用者のうち２割以上
が就労移行支援事業を利用

福祉施設利用者のうち２割以上が就
労移行支援事業を利用

就労移行支援事業の利用者数が
平成25年度末における利用者数
の６割以上増加

就労移行支援事業の利用者数が
平成28年度末における利用者数
の２割以上増加

都道府県
障害福祉計画

７．５％ ８．１％ １．６倍 ―

（注）福祉施設･･･生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援事業所

（参考）基本指針及び都道府県障害福祉計画における目標値
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就労移行支援事業の利用者数の推移

H28年度以降、年5％増加する
ものとして推計

H25～H27年度の伸び率
の平均→約5％

就労移行支援の利用者数の推移について（参考データ）

H28からH32における
就労移行支援事業の利用者数の伸び
39,796人/32,742人 ＝1.22≒２割

H20～H24年度の伸び率
の平均→約14％

（出典）国保連データ（各年度の３月サービス提供分）

目標値
第１～２期

（平成18～23年度）
第３期

（平成24～26年度）
第４期

（平成27～29年度）
第５期

（平成30～32年度）

基本指針
福祉施設利用者のうち２割以上
が就労移行支援事業を利用

福祉施設利用者のうち２割以上が就
労移行支援事業を利用

就労移行支援事業の利用者数が
平成25年度末における利用者数
の６割以上増加

就労移行支援事業の利用者数が
平成28年度末における利用者数
の２割以上増加

都道府県
障害福祉計画

７．５％ ８．１％ １．６倍 ―

（注）福祉施設･･･生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援事業所

基本指針及び都道府県障害福祉計画における目標値【再掲】
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○ 第４期障害福祉計画の基本指針においては、福祉施設を利用している障害者等の一般就労への移行を推進
するため、就労移行支援事業所のうち、就労移行率（※）が３割以上の事業所を、全体の５割以上とすることを目
指すという成果目標を設定した。

○ しかし、近年は、就労移行率が３割以上である就労移行支援事業所の割合の増加率は停滞している状況にあ
る。（平成25年度：33.1％ 平成26年度：33.1％ 平成27年度：37.6％。）

※ 「就労移行率」とは、ある年度の４月１日時点の就労移行支援事業の利用者数のうち、当該年度中に一般就労へ移行した者の割合を指す。

就労移行支援の事業所ごとの移行率に関する目標について

就労移行支援の利用者数に関する現状について

○ 第５期障害福祉計画の基本指針の成果目標においては、近年、就労移行率が３割以上である就労移行支援
事業所の割合の増加率が停滞していることに鑑み、第４期障害福祉計画の基本指針での目標値を維持し、以下
のような成果目標としてはどうか。

【成果目標】
就労移行率が３割以上である就労移行支援事業所を、平成32年度末までに全体の５割以上とするこ
とを目指す。

成果目標

目標値
第１～２期

（平成18～23年度）
第３期

（平成24～26年度）
第４期

（平成27～29年度）
第５期

（平成30～32年度）

基本指針 － －
就労移行率が３割以上の就労
移行支援事業所を全体の５割
以上

就労移行率が３割以上の就労
移行支援事業所を全体の５割
以上

都道府県
障害福祉計画

－ － ５０．２％ －

（参考）基本指針及び都道府県障害福祉計画における目標値
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H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

就労移行支援事業の就労移行率の割合の推移 30%以上 30%未満

H25～H27年度の移行率30％以
上である事業所割合の対前年度

増加数の平均→約2.4％

就労移行支援の事業所ごとの就労移行率の推移について（参考データ）

≒５割

H19～H23年度の移行率30％以上で
ある事業所割合の伸び率の平均→
約2.6％（第4期で使用した伸び率）

目標値
第１～２期

（平成18～23年度）
第３期

（平成24～26年度）
第４期

（平成27～29年度）
第５期

（平成30～32年度）

基本指針 － －
就労移行率が３割以上の就労
移行支援事業所を全体の５割
以上

就労移行率が３割以上の就労
移行支援事業所を全体の５割
以上

都道府県
障害福祉計画

－ － ５０．２％ －

基本指針及び都道府県障害福祉計画における目標値【再掲】

14


